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東海・南海地区における MR 検査室の防災対策の現況調査
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は じ め に

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震

災で被災した MR 装置に関連してなされた

「MR 装置の被災調査アンケート」1)において，

津波による MR 施設の浸水被害は，施設の海

抜が 13 m 以下，海岸・河口からの距離が 3

km 以下で認められ，MR 装置の被害はこのう

ち海岸・河口からの距離が 2.5 km 以下で認め

られた2)．さらに，発災時に 46.3の MR 装

置は患者のスキャン中，13.5はスキャン中で

はないが患者が撮影室内におり1)，ガントリー

内にいた患者の約 1 割は強い地震の揺れのた

めに MR 検査室から避難できなかった3)．ま

た，緊急地震速報4)の院内放送とともに患者が

MR 装置から即座に救出された 2 例が報告さ

れ3),5),6)，ガントリー内の患者救出に緊急地震

速報の有用性が確認された．大震災での患者救

出・避難過程のパターン分類1)がなされている

が，緊急地震速報を活用し，主要動（本震）到

来までに如何に患者を避難できるかが大きな課

題である．一方，この大震災に関するアンケー

ト調査の結果などを基に，2 つの指針が出さ

れ7),8)，その一つである「MR 検査室の防災指

針」9)には緊急地震速報の活用について言及さ

れているが，実際の普及率などは不明である．

マグニチュード 9 級の「南海トラフ巨大地

震」の発生が予測されている東海・南海地区 7

県（静岡県，愛知県，岐阜県，三重県，和歌山

県，徳島県，高知県）と，比較対象として北陸

地方のうち 3 県（福井県，石川県，富山県）

に，津波に対する現状と緊急地震速報を含む

MR 検査室の防災対策を把握するためのアン

ケート調査を実施し，地域の状況を比較すると

ともに，今後の大地震に対する防災対策の一助

とすることを目的とした．

方 法

本研究は名古屋大学生命倫理審査委員会の承

認を得た．

調査対象施設

文献に記載されている 2013 年 4 月現在の

MRI 設置施設名簿10),11)から静岡県，愛知県，

三重県，和歌山県，徳島県，高知県，岐阜県，

福井県，石川県，富山県の MR 装置設置施設

名を抽出し，各県・各地域の研究会・技師会関

係者がその確認を行った．その結果，静岡県

166，愛知県 214，三重県 79，和歌山県 51，

徳島県 52，高知県 65，岐阜県 91，福井県

49，石川県 67，富山県 63 の総計 897 施設が

確認されたが，徳島県に送付したアンケート 1
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件が宛名不十分で返送されたため，総計 896

施設が調査対象となった．

調査票

今回の調査に使用した調査票は資料 1 に示

す「MR 検査室の防災対策の現状調査アンケー

ト」である．東日本大震災の教訓から，津波か

らの確実な避難という視点で緊急地震速報の重

要性を考えているため，次のような設問内容と

した．なお，アンケート調査では重要な設問を

最初に，施設の基本情報の設問は後半に設定し

たが，本論文では，理解しやすいように施設の

基本情報を最初に示した．（1）施設の基本情

報として（11）施設の規模，（12）MR 装置

の設置階，（13）MR 施設の構造，（14）海

抜，（15）海岸・河口からの距離/(2）「緊急

地震速報」の認知度として（21）気象庁の

「緊急地震速報」の認知度，（22）緊急地震速

報の「予報」と「警報」の違いの認知度/(3）

「緊急地震速報」の導入頻度とその種類として

（31）院内全館の導入の有無とその種類（予

報または警報），（32）MR 検査室固有の「緊

急地震速報」システムの有無/(4）過去の「緊

急地震速報」の放送または受信頻度とその対応

として（41）過去の「緊急地震速報」の放送

または受信頻度，（42）放送または受信直後

に取られた行動/(5）地震防災訓練と「緊急地

震速報」として（51）地震防災訓練時の「緊

急地震速報」を活用した訓練の有無とその内

容，（52）「災害時対応マニュアル」あるいは

「防災訓練マニュアル」などに「緊急地震速報」

が加味されているか否か，（53）「災害時対応

マニュアル」あるいは「防災訓練マニュアル」

などに記載されている「緊急地震速報」受信後

の MR 検査室での行動，（54）MR 検査室の

地震防災訓練での「緊急地震速報」を活用した

訓練の有無，（55）MR 検査室の地震防災訓

練での「緊急地震速報」を活用した訓練の内容，

（56）MR 検査室で「緊急地震速報」が流れ

た場合，「緊急地震速報を聞いてから本震が到

達するまで」にすべき行動/(6）震災における

MR 検査室の安全に関する情報「災害時におけ

る MR 装置の安全管理に関する指針」，「MR

検査室の防災指針」の認知度として（61）平

成 25 年 9 月に開催された第 41 回日本磁気共

鳴医学会の『ワークショップ 3 「震災時の地

域医療を支える MR 検査の安全確保」』に関

連，または，平成 26 年 1 月 15 日付で日本磁

気共鳴医学会ホームページに掲載された安全性

情報「震災における MR 検査室の安全に関す

る情報（平成 26 年 1 月 15 日）」9)による「災害

時における MR 装置の安全管理に関する指

針」，「MR 検査室の防災指針」の一部または全

部の閲覧の有無を尋ねた．

調査票の回収方法と集計

調査票の送付と回収は名古屋大学大幸キャン

パスを発着点とした郵送により行った．調査票

は 2014 年 1 月 29 日に東海・北陸地方 7 県と

徳島県，2 月 12 日に和歌山県，2 月 25 日に高

知県に送付し，調査票の案内には発送日から

23 日後の週日最終営業日に必着で回答を依頼

した．発送日が異なったのは，アンケートの準

備の都合によった．各々の締切期日から 10 日

後までに届いた回答を集計した．

回答票には回答者個人や施設を特定できる情

報は含まれない．回答内容はエクセルを用いた

集計表に入力作業を行った．選択枝の設問につ

いては，各々の設問に対する各県と全県の度数

をグラフにまとめた（横軸は，棒グラフ内の

数字は施設数）．施設の「海抜」と「海岸・河

口からの距離」の関係をグラフにした．この

時，岐阜県は海に面していないため，「（14）

海抜，（15）海岸・河口からの距離」の検討

については岐阜県を検討対象から除外した．緊

急地震速報の導入の背景となる要因（施設規

模・建屋構造・海抜・河口からの距離）につい

てカイ二乗検定で検討を行った．複数の装置を
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図 1. 施設の規模

各県での分布は様々であるが，全体では 101～
300 床，100 床以下，301～500 床，入院設備な

し，501 床以上の順である．

図 2. MR 装置の設置階

MR 装置の多くは 1 階に設置され，次いで 2 階

と地下 1 階である．また，3 階以上に設置され

ている病院がある．

図 3. MR 施設の構造

各県での分布は様々であるが，全体では耐震構

造は 62.2，免震構造はこれに次ぎ 13.5であ

る．
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持つ施設の回答について，異なる設置階は低い

もの（2 施設），耐震と免震の場合は耐震（1

施設）としてまとめた．また，自由記述の設問

については，項目を抽出し，度数をまとめた．

結 果

回収率

送付された 897 通のうち 325 通の回答があ

り，全体の回収率は 36.2であった．各県別

では，静岡県 51/166（30.7），愛知県 84/

214（39.3），三重県 27/79（34.2），和歌

山県 18/51（35.3），徳島県 14/51（27.5），

高知県 22/65（33.8），岐阜県 44/91（48.4

），福井県 13/49（26.5），石川県 27/67

（40.3），富山県 25/63（39.7）であった

（回収数/送付数［回収率］）．

（1) 施設の基本情報

(11，2）施設の規模と設置階

施設の規模を図 1 に示す．今回アンケート

に回答のあった施設において，各県で施設規模

の分布は様々であるが，全体として 101～300

床が最も多く（34.2），次いで 100 床以下

（20.3），301～500 床（17.5），入院設備な

し（16.0），501 床以上（11.1）であった．

入院設備がない病院でも多くの MR 装置があ

ることが分かる．

MR 装置の設置階を図 2 に示す．今回アン

ケートに回答のあった施設では，多くの施設で

MR 装置は 1 階に設置されており（81.8），2

階と地下 1 階がそれに続く（各々 7.4）．ま

た，3 階以上に設置されている病院もあった．

(13）MR 施設の構造

MR 施設の構造を図 3 に示す．耐震構造は

何れの県も 50以上を占めていた．全体でみ

ると耐震構造は 62.2，免震構造はこれに次

ぎ 13.5であった．

(14，5）施設の「海抜」と「海岸・河口から

の距離」の関係

今回アンケートに回答のあった施設における
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図 4. 施設の「海抜」と「海岸・河口からの距離」の関係

a 静岡県，b 愛知県，c 三重県，d 和歌山県，e 徳島県，f 高知県，g 福井県，h 石川県，i 富山県，j 全県

を示す．
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図 5. 「緊急地震速報」の「予報」と「警報」

の違いの認知度

図 6. 「緊急地震速報」の院内全館導入の有無

院内全館の導入は全体では 12.6で，愛知県が

進んでいる．
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「海抜」と「海岸・河口からの距離」の関係に

ついて静岡県，愛知県，三重県，和歌山県，徳

島県，高知県，福井県，石川県，富山県，これ

ら全県を各々図 4a～j で示す．海抜が 13 m 以

下で，海岸・河口からの距離が 2.5 km 以下は

静岡県 3/51（5.9），愛知県 12/84（14.3），

三重県 5/27（18.5），和歌山県 9/18（50.0

），徳島県 5/14（35.7），高知県 6/22

（27.3），福井県 1/13（7.7），石川県 9/27

（33.3），富山県 4/25（16.0），岐阜県を除

いたこれら全県で 54/281（19.2）であった

（該当施設数/全回答施設数［］）．愛知県と福

井県では海抜がマイナスで海岸・河口からの距

離が 2.5 km 以内の施設が各々 1 施設あった．

（2) ｢緊急地震速報」の認知度

(21）気象庁の「緊急地震速報」の認知度

今回アンケートに回答のあった施設では，気

象庁の「緊急地震速報」の認知度は 98.2

（319/325）であり，良く認知されていること

が分かる．

(22）緊急地震速報の「予報」と「警報」の

違いの認知度

緊急地震速報の「予報」と「警報」の違いの

認知度を図 5 に示す．今回アンケートに回答

のあった施設では，33.2がこの違いを理解し

ていた．

（3) ｢緊急地震速報」の導入頻度とその種類

(31）院内全館の導入の有無とその種類（予

報または警報）

「緊急地震速報」の院内全館の導入の有無を

図 6 に示す．今回アンケートに回答のあった

施設では，「緊急地震速報」の院内全館の導入

は全体では 12.6で，愛知県が進んでおり，

次いで三重県，岐阜県，福井県，静岡県の順で

あった．今回のアンケートでは和歌山県，徳島

県，富山県の施設に「緊急地震速報」が導入さ

れているという回答はなかった．緊急地震速報

が院内全館に導入されている 41 施設のうち，

「緊急地震速報（予報）」，「緊急地震速報（警報）」

が整備されている施設は各々 11 施設，15 施設

であった（残り 15 施設は内容不明と回答）．

多くの県で「緊急地震速報（予報）」は整備さ

れていなかった．

(32）MR 検査室固有の「緊急地震速報」シ

ステムの有無

今回アンケートに回答のあった施設では，個

人的な携帯電話の利用 33 件（10.2），院内

PHS の利用 1 件，アマチュア無線の利用 1 件

があった．

(33）緊急地震速報の導入の背景となる要因

についての検討

今回アンケートに回答のあった施設における

緊急地震速報の導入の背景となる要因について
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表. 緊急地震速報の導入の背景となる要因

カイ二乗検定，p＜0.001
施 設 規 模

合計
入院設備なし 100 床以下 101300 床 301500 床 501 床以上

緊急地震速報

導入の有無

あり
度数 0 8 9 12 12 41
 0.0 19.5 22.0 29.3 29.3 100.0

なし
度数 45 46 72 36 14 213
 21.1 21.6 33.8 16.9 6.6 100.0

不明
度数 7 12 27 7 10 63
 11.1 19.0 42.9 11.1 15.9 100.0

合 計
度数 52 66 108 55 36 317
 16.4 20.8 34.1 17.4 11.4 100.0

「施設規模」と「緊急地震速報の導入あり・なし」について，関連をうかがわせる結果が得られている（カイ二

乗検定，p＜0.001）．
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検討を行ったところ，施設規模と緊急地震速報

の導入あり・なしについて，何らかの関連をう

かがわせる結果が得られたが（表，カイ二乗検

定，p＜0.001），それ以外の要因（建屋構造，

海抜，河口からの距離）については関連は観察

されなかった．

（4) 過去の「緊急地震速報」の放送または受

信頻度とその対応

(41）過去の「緊急地震速報」の放送または

受信頻度の有無

今回アンケートに回答のあった施設では，過

去の緊急地震速報の放送または受信は全体で

28 件であり，個人の携帯電話で緊急地震速報

を受信した度数が含まれていた．

(42）放送または受信直後に取られた行動

28 施設のうち，特に行動できなかった・し

なかった 9 件（32.1），MR 室のドアを開け

た 5 件（17.9），検査を中止し患者・職員の

安全確保 5 件（17.9），情報収集（TV の利

用や総括部による）2 件（7.1），避難経路の

確認 2 件（7.1），安全が確認できるまで検査

を中断 1 件（3.6），情報確認後，院内 LAN

で通知 1 件（3.6），携帯電話による安否確認

1 件（3.6），その他 2 件（7.1）の回答が

あった．

(5) 地震防災訓練と「緊急地震速報」

(51）地震防災訓練時の「緊急地震速報」を

活用した訓練の有無とその内容

今回アンケートに回答のあった施設では，地

震防災訓練時に「緊急地震速報」を活用した訓

練を行っているが，具体的な内容の記載のない

回答が 19 件，患者・職員の安全確保が 3 件，

柱・機器類の点検が 3 件あり，緊急地震速報

が整備された 41 施設のうち，これら 25 施設

で地震防災訓練時に緊急地震速報を活用した有

効な訓練がなされているとすれば，61.0の施

設での活用となる．

(52）｢災害時対応マニュアル」あるいは「防

災訓練マニュアル」などに「緊急地震速報」が

加味されているか否か

今回アンケートに回答のあった施設における

「災害時対応マニュアル」あるいは「防災訓練

マニュアル」などに「緊急地震速報」が加味さ

れているか否かを図 7 に示す．各県 0～22

で，全体で 15.7の施設で緊急地震速報が加

味されたマニュアルが作成されていた．

(53）｢災害時対応マニュアル」あるいは「防

災訓練マニュアル」などに記載されている「緊

急地震速報」受信後の MR 検査室での行動

今回アンケートに回答のあった施設から，有
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図 7. 「災害時対応マニュアル」あるいは「防

災訓練マニュアル」などに「緊急地震速報」が

加味されているか否か
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効と考えられる回答が 20 件あり，「ただちに

検査を中止し，患者を検査室から出し，避難場

所などへ誘導し安全を確保する」などの回答が

14 件，「MR 検査室の異常の有無を調べる」な

どが 2 件，「マニュアルに対応が記載されてい

る（アンケートに内容が分かる回答がない）」

が 2 件，「クエンチ・磁場状態の確認と状況に

応じた立ち入り禁止措置」が 1 件，「災害時に

おける MR 装置の安全管理に関する提言に

則っている」が 1 件であった．

(54）MR 検査室の地震防災訓練での「緊急

地震速報」を活用した訓練の有無

今回アンケートに回答のあった施設で，MR

検査室の地震防災訓練において「緊急地震速報」

を活用した訓練があるのは各県では 6以下

で，全県としては 8 施設（8/325, 2.5）であっ

た．緊急地震速報の院内全館導入件数の 41 件

に対し，施設全体としての「緊急地震速報」を

活用した訓練は 25 施設で行われ，MR 検査室

の「緊急地震速報」を活用した防災訓練は 8

件（19.5）のみ行われていると推定された．

(55）MR 検査室の地震防災訓練での「緊急

地震速報」を活用した訓練の内容

今回アンケートに回答のあった施設から次の

6 件の回答が寄せられたただちに撮影中止と

し，患者様をガントリーより退避行動に移る

検査を中止し，速やかに職員，患者の安全を確

保する検査室ドアを開け避難経路を作るス

キャンを止めてただちにガントリー外へ出し可

能な限り検査室から退出させる検査を中止

し，患者を避難，誘導する．コンソールの電源

をシャットダウンする担当者または当直者は

ただちに酸素濃度を確認し，患者が撮影室にい

たら，速やかに出す．

(56）MR 検査室で「緊急地震速報」が流れ

た場合，「緊急地震速報を聞いてから本震が到

達するまで」にすべき行動

今回アンケートに回答のあった施設における

「緊急地震速報」が流れた時，「緊急地震速報を

聞いてから主要動（本震）が到達するまで」に

MR 検査室ですべき行動の回答項目の第 1 順

位として回答された項目の度数を図 8a，全体

の度数を図 8b に示す．

(6) 震災における MR 検査室の安全に関する

情報「災害時における MR 装置の安全管理に

関する指針」，「MR 検査室の防災指針」の認知

度

今回アンケートに回答のあった施設の個人の

回答による「災害時における MR 装置の安全

管理に関する指針」，「MR 検査室の防災指針」

の認知度を図 9 に示し，全県では 32.3で，

和歌山県，徳島県，高知県では 50であっ

た．

考 察

(1) 施設の基本情報

施設規模については，101～300 床（34.2）

が最も多く，平成 24 年度の調査対象となった

施設割合（29.9)1)よりやや多いが同様の傾

向であった．設置階は，1 階が多く（81.8），

地下は全県で 25 件（7.7）であった．施設の

構造の耐震構造，免震構造の割合は平成 24 年

度の調査報告1)では各々 67.8，9.0であ

り，本調査の耐震構造の割合はほぼ同じであっ

たが，免震構造の割合は 13.5とやや多かっ
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図 8. MR 検査室で「緊急地震速報」が流れた場合，「緊急地震速報を

聞いてから本震が到達するまで」にすべき行動

a 回答項目の第 1 順位，b 回答項目の全体の度数を示す．

図 9. 「災害時における MR 装置の安全管理に関す

る指針」，「MR 検査室の防災指針」の閲覧の有無

閲覧ありの回答は，全県では 32.3で，和歌山県，

徳島県，高知県では 50である．
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た．

平成 24 年度の調査報告では東日本大震災の

津波による MR 施設の浸水被害は，施設の海

抜が 13 m 以下，海岸・河口からの距離が 3

km 以下で認められ，MR 装置の被害は施設の

海抜が 13 m 以下，海岸・河口からの距離が

2.5 km 以下で認められたと報告されている2)．

今回のアンケートに回答のあった施設では，

「海抜」が 13 m 以下で「海岸・河口からの距

離」が 2.5 km 以下の施設は全体の 19.2であ

り，相対的に比率が高いのは和歌山県，徳島

県，高知県，石川県であった．東日本大震災級



7171

東海・南海地区における MR 検査室の防災対策の現況調査

の地震に伴う津波により，日本海側でも被害が

生じる可能性が示唆された．

(2) ｢緊急地震速報」の認知度

気象庁は平成 19 年 10 月 1 日から，緊急地

震速報4)の発表を開始した．地震波には P 波

（秒速約 7 km）と S 波（秒速 4 km）があり，

地震波の P 波によって引き起こされる揺れが

初期微動，後から伝わってくる S 波による強

い揺れは主要動（本震）で，後者が被害をもた

らす．先に伝わる初期微動を検知した段階で，

主要動が伝わる前に危険が迫っていることを知

らせるのが，緊急地震速報である．また，緊急

地震速報には警報と予報がある．緊急地震速報

（警報）は顕著な被害が生じ始める最大震度が

5 弱以上と予想された場合に，震度 4 以上が予

想される地域名が，テレビ，ラジオ，携帯電話

など，不特定多数向けに発表され，具体的な予

測震度と主要動到達予測時刻は発表されない．

緊急地震速報（予報）は高度利用者向けで，最

大震度 3 以上またはマグニチュード 3.5 以上等

と予想されたとき，震度 5 弱以上と予測され

る地域の予測震度と主要動到達予測時刻が発表

される．

緊急地震速報から主要動までの時間は，数秒

から数十秒と極めて短く，震源に近いところで

は速報が間に合わない．直下型地震では役立た

ないことがある．また，予測された震度に誤差

を伴うこともある．

本研究では，緊急地震速報は良く認知されて

いるが，これに予報と警報があることを理解し

ている施設は 33.2に留まった．

(3) ｢緊急地震速報」の導入頻度とその種類

平成 24 年度の本研究事業で，平成 23 年 3

月 11 日に発生した東日本大震災で被災した

MR 装置に関連してなされた被災調査1)の自由

記述の内容を解析した結果，緊急地震速報の有

用性が確認された3),5)．緊急地震速報により，

地震の主要動が到達する前に患者の安全確保を

行うことが重要である．しかし，緊急地震速報

が院内全館で導入されているのは全県でみると

12.6であった．また，主要動までの到達時間

がカウントされる予報システムが警報システム

よりも少ない．この「緊急地震速報（予報）」

が十分に普及していない事実は，地震防災上，

大きな問題であると考えられた．

緊急地震速報の導入の背景となる要因として

建屋構造，海抜，河口からの距離との関連はな

かったが，施設規模が関係している可能性が示

唆された（表 1）．このことから，緊急地震速

報の導入は，個々の施設についての具体的なリ

スク分析よりも防災意識に依存しているのでは

ないかと推定された，または，施設規模が大き

い方が，緊急地震速報の導入というインフラを

整備しやすい環境があると考えられた．緊急地

震速報の関連機器の購入・設備工事・回線使用

料・維持費にかかる費用は少額でなく12)，コ

スト・パーフォーマンスを考えると導入に躊躇

する施設があると思われる．

一方で，携帯電話を身近に置いて，活用しよ

うとする MR 担当者（10.2）もいた．した

がって，緊急地震速報が院内全館で導入される

までは，MR 検査中の MR 担当者は緊急地震

速報を受信できる携帯電話を近傍に置き，緊急

地震速報を受けられる体制を作ることが必要と

思われた．

(4) 過去の「緊急地震速報」の放送または受

信頻度とその対応

緊急地震速報の院内放送設備がある施設また

は個人の携帯電話などで，過去に速報が受信さ

れた施設は 28 施設であった．この回答のう

ち，17.9で MR 検査室のドアを開け，患者

救出を行おうとする行動に出た担当者もいる一

方，32.1では何も行動できなかった・しな

かったとの回答であった．主要動が到達する約

10 秒程度の間に，すぐに患者救出の行動を取

れるか否かが重要と思われた．緊急地震速報を

加味した防災訓練が重要になると思われる．

(5) 地震防災訓練と「緊急地震速報」

「緊急地震速報」が院内全館導入されている

41 施設に対し，「災害時対応マニュアル」ある
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いは「防災訓練マニュアル」などに「緊急地震

速報」が加味されていると回答した施設は 51

施設であるため，緊急地震速報が整備されてい

る施設では，これを加味した防災訓練がマニュ

アルに記載されていると考えられた．しかし，

実際に MR 検査室の地震防災訓練時に「緊急

地震速報」を活用した訓練は，41 施設中 8 施

設（19.5）で行われているのみで，残りの施

設では行われていない可能性があった．

「災害時対応マニュアル」あるいは「防災訓

練マニュアル」などに記載されている「緊急地

震速報」受信後の MR 検査室での行動につい

ては，20 件の回答があったのみであり，緊急

地震速報が整備されているが，MR 検査室に関

連する記述がなされていない施設がある，また

は MR 担当者が内容を理解していなかったと

考えられた．なお，記載されている内容は，日

本磁気共鳴医学会ホームページに掲載された安

全性情報「震災における MR 検査室の安全に

関する情報（平成 26 年 1 月 15 日）」9)による

「災害時における MR 装置の安全管理に関する

指針」，「MR 検査室の防災指針」に記載されて

いる項目が含まれていた．

訓練マニュアルに「緊急地震速報」受信後の

MR 検査室での行動が記載されていた施設で

は，「緊急地震速報」を活用した MR 検査室の

地震防災訓練がおおむね実施されていると思わ

れた．また，記載されている訓練内容は，

「MR 検査室の防災指針」9)に記載されている項

目が含まれていた．

また，MR 検査室で「緊急地震速報」が流れ

た場合，「緊急地震速報を聞いてから本震が到

達するまで」にすべき行動を緊急地震速報シス

テムがない施設も含め，本アンケートで尋ね

た．尋ね方は選択枝ではなく，回答者が自由に

想起する形で回答を求めたところ，検査を中止

し，患者の避難・誘導に相当する行動が想起さ

れていることが確認された．なお，記載されて

いる内容は，「MR 検査室の防災指針」9)に記載

されている項目が含まれていた．

東日本大震災において，「緊急地震速報」が

流れた時どのように行動するかをあらかじめ相

談し，実際に防災訓練に組み込んでいた施設で

有用性が報告されている3),5)．したがって，地

震防災訓練時に「緊急地震速報」を活用した訓

練を行い，緊急地震速報の放送を契機に主要動

（本震）襲来よりも早期に患者救出を行う訓練

をする必要がある．また，年に 1 回以上の訓

練は必要と考えられる12)．

なお，病院内にいる家族，業者など，施設の

指揮系統に直接含まれていない者が持っている

携帯電話に着信する緊急地震速報が与える影響

についても考慮し，防災計画を立てることが今

後の課題の一つと考えられる．

(6) 震災における MR 検査室の安全に関する

情報「災害時における MR 装置の安全管理に

関する指針」，「MR 検査室の防災指針」の認知

度

平成 25 年 9 月 21 日に開催された第 41 回日

本磁気共鳴医学会大会で参加者 1421 名に対

し，1200 部の「災害時における MR 装置の安

全管理に関する指針」，「MR 検査室の防災指針」

の資料が配布された．これはアンケート送付約

4～5 か月前であった．また，日本磁気共鳴医

学会ホームページの安全性情報 震災における

MR 検査室の安全に関する情報「災害時におけ

る MR 装置の安全管理に関する指針」，「MR

検査室の防災指針」が掲載されたのは平成 26

年 1 月 15 日で，アンケートまでに 2～6 週間

しか経ていない．この状況下で，今回アンケー

トに回答のあった施設では，全県で 32.5，

和歌山県，徳島県，高知県では 50の施設で

指針が閲覧されていた．平成 24 年になされた

東日本大震災の「MR 装置の被災調査アンケー

ト」1)で日本磁気共鳴医学会が公表した「災害

時の MR 検査の安全に関する緊急提言」を 1

年 3 か月後までに各施設が読んだ割合は 43.2

であった．閲覧期間を加味すると，今回の 2

指針の認知度は，充分高い数値と思われる．さ

らに，今回アンケートに回答のあった施設で
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は，南海 3 県は他県よりも認知度が高かっ

た．これは大きな地震が起こることが想定され

ており，関心が高い以外に，第 41 回日本磁気

共鳴医学会におけるワークショップが南海地区

の徳島で開催8)されたことや，高知県や和歌山

県の地元でのアンケートの実施8)などの啓蒙の

影響があったと思われる．このように防災指針

の認知度に防災の啓蒙活動の効果が検出された

ことは，啓蒙活動が如何に重要であるかを示す

ものである．

なお，本研究で東海・南海地区などの十県の

MR 装置が設置されているほぼ全施設にアン

ケートを送付し，緊急地震速報その他の内容を

尋ねたことは，緊急地震速報の利用を含めた

MR 検査室の防災対策のあり方を啓蒙する効果

があったと期待される．

(7) 北陸地方と他の地域との比較

北陸地方に含まれる福井県，石川県，富山県

と他地域のアンケート結果は同様の傾向がある

ことから，地域による明らかな差は認められな

かった．

(8) 本研究の限界

本研究における各県のアンケート回収率は

26.5～48.4で，全体の回収率は 36.2と低

値であるため，今回のアンケート結果は真の結

果を反映していない可能性がある．つまり，

「今回アンケートに回答のあった施設」をまと

めた結果であり，これらのデータのみですべて

の県内施設分布などを反映していない可能性が

ある点に注意が必要である．

ま と め

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震

災で被災した MR 装置に関連してなされた東

北・関東 7 県の「MR 装置の被災調査アンケー

ト」1)において，MR 装置の約半数が検査中で

あり，患者の避難に緊急地震速報の有用性が確

認された例があった．そこで，「南海トラフ巨

大地震」の発生が予測されている東海・南海地

区 7 県（静岡県，愛知県，三重県，和歌山県，

徳島県，高知県，岐阜県）と比較として，北陸

地方 3 県（福井県，石川県，富山県）に緊急

地震速報を含む MR 検査室の防災対策などの

現状を把握するアンケート調査を実施した．

896 施設にアンケートを送付し，325 通（36.2

）を回収して解析した．施設の基本状況は以

前のアンケート結果とおおむね似ていた．東日

本大震災で MR 装置が浸水被害を受けた施設

は海抜 13 m 以下，海岸から 2.5 km 以内に位

置しており，今回アンケートに回答のあった施

設では，これに相当する施設の割合は静岡県，

愛知県，三重県，和歌山県，徳島県，高知県，

福井県，石川県，富山県でそれぞれ 5.9，

14.3，18.5，50.0，35.7，27.3，7.7

，33.3，16.0であった．院内全館の緊急

地震速報が導入されていたのは 325 施設中 41

施設（12.6）で，施設規模の大きさとの関連

が示唆され，インフラ整備のしやすさに依存し

ている可能性があった．また，41 施設のうち

緊急地震速報を活用した MR 検査室の地震防

災訓練を行っていたのは 41 施設中 8 施設

（19.5）であった．今後，緊急地震速報の普

及を図ることが MR 検査室を含めた病院全体

の震災対策に役立つと考えられるが，院内全館

の緊急地震速報のインフラが整うまでは，緊急

地震速報を受信できる個人の携帯電話を利用し

て緊急地震速報の情報を得ることが推奨され

る．また，これを用いることを前提とした MR

検査室の地震防災訓練を定期的に行うことが推

奨される．さらに，学会による地震防災対策啓

蒙効果の可能性も示唆される結果が得られ，今

後，東日本大震災の教訓やこれに関連した調査

に基づいた防災や減災の取組が必要と思われ

る．
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At the onset of the Great East Japan Earthquake (GEJE), patients were undergoing examinations

in about half of all magnetic resonance (MR) scanners in the 7 prefectures of east Japan. Based on a

survey of damage to 602 of these scanners after the GEJE, it was perceived that the earthquake early

warning (EEW) system that was in place enabled MR operators to initiate rescue of some patients in

MR gantries in a timely manner before the onset of the quake. To investigate the status of current

disaster preparedness measures, such as the EEW system, we sent questionnaires to all 896 facilities

with installed MR scanners in the 10 prefectures in the Tokai and Nankai areas (Shizuoka, Aichi,

Gifu, Mie, Wakayama, Tokushima, and Kochi), where a large earthquake is anticipated in the near

future, and in a part of the Hokuriku district (Fukui, Ishikawa, and Toyama), and we collected 325

responses (36.2). Basic information from all facilities was almost the same as that obtained in the

previous survey regarding the GEJE. Using the thresholds for ‰ood damage in the GEJE, i.e., less

than 13 m above sea level and within 2.5 km of the coast, the estimated incidence of ‰ood damage to

MR scanners from a tsunami similar to that after the GEJE was 18.5 for all facilities in Mie Prefec-

ture, 50.0 for Wakayama, 35.7 for Tokushima, and 27.3 for Kochi. EEW systems were in-

stalled in only 41 of 325 facilities (12.6), with the rate of installation related to the size of the facili-

ty. Eight of these facilities (19.5) conducted MR suite emergency drills for earthquake with the aid

of the EEW. The EEW system is available to all cellular phone users, so MR operators should keep

their personal cellular phones handy at work, especially in facilities without an EEW system. MR

suite emergency drills for earthquakes should also be performed periodically using personal cellular

telephones.


